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 上記委員会においては、厚生労働省における「診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在

り方に関する検討会」による「第三次試案」（平成 20 年 4 月 3 日）そのものには反対いたします。

より大所高所からの視点を加えて、よりよい“試案”として作成し直されますよう希望します。

以下に私どもが議論しました内容を記載いたします。 

 
Ⅰ中立な第三者機関に対する国民の期待など 

 医学の進歩・発展に伴い、わが国における医療の質も益々高度なものになり、それは総じて国

民の健康と安全に大きく寄与している。しかし残念ながら最善と思われる医療の提供をもってし

ても不幸な結果となる症例が存在することも事実である。このような症例の原因究明と患者・家

族ないし遺族への説明は、そもそもその症例を担当した医師らの責任であることは当然である。  

しかし、それに加えて、高度で複雑な医療内容の透明性を担保するために、専門家を交えた中

立な第三者機関が存在することは、患者・家族ないし遺族と、担当した医師らとの双方にとって

相互の理解を図る上で有益である。また、潜在した過失の存在が明らかになれば、その責任が明

確になるだけではなく、同様な事例での貴重な教訓となり、その意味で再発の防止にも大きく貢

献するものと思われる。 

従って、医療の安全性の向上をめざして、医療行為に関連する予期せぬ事象、特に死亡に関し

て客観的で、公正性・透明性が確保された仕組みが必要なこと、より具体的には学術的な調査・

検討機関が必要なことに全く異論はない。また、このためには、専門家集団である各領域の医学

関連学会が全力をあげて協力すべきであり、日本救急医学会も例外ではないと考える。 

 しかしながら第三次試案においては救急医療の現状や特殊性に対する理解、配慮が充分になさ

れているようには見受けられない。本案のままではわが国の救急医療が崩壊することを本学会と

しては直言せざるを得ない。 
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